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1.は じ め に
1995年以降 、米 国財務会計基準審議会(以 下、FASB)による財務会計基準書第123号 「株
式報酬の会計」(以下、SFAS123)の公表 を皮切 りに、世界各国で ス トック ・オプ ションを対
象 と した会計処理 方法の整備 ・開発が頻繁 に叫 ばれ るようになった。2000年には、英 語圏主
要5力 国(米 国 、英 国、 カナ ダ、オース トラ リアお よび ニ ュージー ラン ド)に おける会 計基
準設定主体 および国際会計基準委員会メ ンバ ーに よるG4+1討 議文書 「株式報酬の会計」が
国際基準設定 の叩 き台と して公表 され 、国際会計基準審議会(以 下、IASB)は、2004年に国
際財務報告基準第2号 「株式報酬」(以下、IFRS2)を公表 した。 また、同年において、FASB
か らSFAS123の改訂版(以 下 、SFASI23R>が公表 された。 わが国 において も、2005年に企
業会計基準委員会(以 下、ASS))より企業会計基準公 開草ii号 「ス トック ・オプ シ ョン
等 に関す る会計基準(案)」 似.下、EDtl)が公表 され た。
これ ら急 速な整備 ・開発の背景 には、会計基準 の国際的収敏 が意 図 されてお り、今後 もそ
の よ うな収敏 を目的 と した調整 が各国会計基準設定主体問で行 われ ると期待 され る。 しか し、
これ ら収 敏の過程 にある各 国基準 設定主体が公表 す る基準 または公開草案においては、会計
処理の構造 上、いまだ若干不.十分な点が多 く見受 け られ るもの と考 えられ る。
本稿 は、それ ら不十分 な点 の うち、 ス トック ・オプ シ ョン失効 の問題 を取 り扱 う。 ス トッ





利不確 定による失効 と権荊縫 定後 の権利 不行使に よる失効で ある。本稿 は 、と りわけ権利 不
確定 による失効 を取 り.上げ、 当該失効 の意義 とその会計処理 を検討す る。具 体.的には、主 と
してSFAS123RおよびIPRS2の解 釈 に努 め、権利 不確定失効 に関連す る問題点 を指摘 す る。
ついで 、付与、権利確定 お よび権朝行使 な どの一連の事象か ら構成 され るス トック ・オプシ
ョン取引 を解釈す ることで、当該問題点 を補 うよ うな視座 を得 る。最後 に当該 問題 点 を解決
す るに当たっての具体的 な方法 をTXRJする。
なお、.ストック ・オ プシ ョンの議論.においてそれを負債 とみなすか資本 とみ なすか とい う
論点があるが、本稿で は特 に断 らない限 り、SFAS123R#aよびIFRS2の考 え方に従 って ス トッ
ク ・オプシ ョンを資本 とみ なす こととす る。本稿の主な焦点は、SFAS123RおよびIFRS2にお
ける権利不確定失効 の取 扱いに関す る問題点の指摘 とその改善案の提示 にある。
また、本稿 で議論 の対象 とす るス トック ・オ プシ ョンは1権 利確定 条件 と して勤務 条件の
み が付与 されている ものに限 定す る。
2。ス トック ・オプション会計の複雑性 と費用配分の論理
2.1ス トック ・オ プ シ ョン取 引の 複 雑 性
ス トック ・オプ シ ョン取引 が複雑 な.会計事象 として知 られ るところには、当該取引の一連
の事象の 中で報酬 と しての ス トック ・オ プシ3ン がいかな る時点で発行 されたか とい うこと
を解釈 しなければ.ならない点 に.ある。 ある事象 を もってス トック ・オ プシ ョンの発行 が生 じ
た もの と判断.され るな らべ報酬 の提供お よび その対.価である労働 用役の受領 の時点が把握 さ
れ、会計処理 の対象 としての交換取 引 を明確 にす ることがで きる。 ここで用 い られ る発行 と
い う用語には、対価 の受取 りが前提 として ある。 その意味 で発行 は、付与 とい う事象 とは区
別 され るべ き概念で ある と考 えられ る(SFAS123,par.96.)。
ス トック ・オプシ ョン取引 で.は、ス トック ・オプ シ ョンの付与 、権利確定 お よび権利行使、
さ らには失効 とい う事象 が生 じる。ス トック ・オ プシ ョンがどの時点で発行 され るか とい う
ことに関す る一.一一つの解釈 に、付与時点 において発行 され るとい うものが ある。 ス ト.ック ・オ
プシ ョンの付 与 とは通常 、牽確定.ス.トック ・オプ シ ョンを得 た従業 員等が ス.トック ・オプシ
.ヨンの権利 確定 を目標 にその労働用役 を企業 に提供す るとい う内容 の契約 が締結 されたこ と
を指 してお り、当然 に付与 の段 階 において発行企業は、.ストック ・オプ シ ョンの対価 を受 け
取 ってい ない ことに なる。権利 確定の要件 であ る権利 確定条件の充足 は、付与 日以後の権利
確定期 間において行 われ る もので あるため、付与 日時点において はス トック ・オ プシ ョン契
約 を結ん だ企業 と従業員等 の間には実質的に交換取 引が行 われ ていない ことになる。
付与時点 において ス トック ・オプ シ ョンが発行 された と解釈す る場合 、その対価の受取 り
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が糧 保 されていなければな らない。付与 時点に対価の受取 りがあ.った とするには、将 来に提
供 され ると期待 され る労働 用役 を資産計...Fする方法 がある,,このよ うに して考 える と、付.与
時点 において、権利 未確 定 ス トック ・オプシ ョンと将来 において企業 が受領す るであ ろ うと
期待 され る労働用役 とが交換 され ることになる。 しか しなが ら、ス トック ・オプシ ョンは あ
くまで選択的権利 であるため、必ず しも従業 員等 が労働の義務 を負 うもの ではない。 も し企
業 が義務 を課す ことになれば、ス トック ・オプ シ ョンは付与時点 か ら権利確定 され てい る必
要.があ.る..かも しれ ない。 したがうて、将来 に企業 が従業員等 から受領す ると期待 され る労働
用役 を資産 計..r.することは困難 で あり、付与時点 において実質的 に交換取引 が行 われ た と解
釈す るの は難 しい こととな る。
一方 、SFAS123R、IFRS2およびわが国のED11で採用 されて いる ス トック ・オプシ ョンの
発行 に関す る解釈 と しては、権利 確定条件の充足 が完了 して は じめて 、従業員等 が報酬 と し
ての権利 行使可能 なス トック ・オプ シ ョンを獲得 す るとい う見方 がある。 これ は、権利 確定
日、す なわ ち権利 確定条件 の充足 完了 をもって、従 業員等 による権利確定 に必要 な労働 用役
の提供 が完 了 したとみ な し、この時点 をもっては じめで報酬.としての ス トック ・オプ シ ョン
が発行 された と考 えるの である。 また、従業 員等 に対す る報酬の提供が.ストック ・オプ シ ョ
ンの発行 とい う事象 に基づ くものでは なく、む しろその決済 によって生 じる もの とす る考 え
方 もある。 これは 、ス トック ・オ プシ ョンその もの を報 酬 とみ なす とい う考 え方 では な く、
む しろス トック ・オプシ ョンが行使 され、 その結 果取得 され た株式の市場価格 と権利 行使価
格の差額(本 源的価値)を 報酬 とみなす もの であ る。 この ような権利行使 日を もって報酬 が
提供 され たとみなす見方は、若干 のbRに よって支持 されている(p。
以fの ようにス トック ・オプシ ョンの発行 に関す る解釈 は、労働用役の対価 とな るス トッ
ク ・オプ シ ョンが どの段階 で報 酬 として発行 されたのか、 またス トック ・オプシ ョン取引 に
お いて従業 員等 に提供 され る報酬 とは どの よ うな ものなのか とい う観点 よ り分類 され る もの
で あ り、 これ らの.見方によってス トック ・オプ シ ョンの会 討処理 は著 しく多様化 して くる。
また、ス トック ・オ プシ ョ.ンは権利 確定 とい う.事象 を境 に権利未確定 ス トック ・オ プシ ョ
ン と権利確 定 ス トック ・オプシ ョンの二つ に分類 す ることがで きるが、ここ.でこの二つの ス
トック ・オ'プシ ョンを一つの報酬 とみな し、段階 的に区別 され る.もの と して把握 すべ きか否
か とい う問題が ある。
権利未確定.ストック ・オ プシ ョンは、権利確定条件 の充足 がいまだ完 了 していな く、権利
行使 が不可能 とい う点で従業 員等へ の帰属が依然 として未確定 の報酬 である とい える。 ここ
で、 ス トック ・オ プシ ョンを付与 す る企業 は、将 来にお ける継続 的な労働 用役 の提供 によ る
権利確定 条件 の充足 を期待 して、権利 未確定 ス トック ・オ プシ ョンを当然 に価値 あ.る.もの と
して 、す なわ ち報 酬 と して従業.員等 に提供 して い るとい うことに注意 する必要が ある。 した






がって当該時点における権利未確定のスrッ ク ・オプションは報酬 とみな しえないという見








2.2ス トッ ク ・オ プ シ ョンの 測 定 日
SFAS123RおよびIFRS2では、ス トック ・オプシ ョンの公正価値 と、認識 され るべ き報酬費
用の金額 を算定 す るために、ス トック ・オ プシ ョンがいかな る時点で測定 され るべ きか とい
う点 につ いて、い くつ かの測定 日候補 をあげた一ヒで、慎重 な考察 を行 っている。それ らの候
補の うち、特に重要な もの と しては、付 与 日にス トック ・オプシ ョンが発行 されたとみ な し、
当該時点において公正価値測 定を行 う付与 日測定(grantdatemeasurement)と権利確定 日に
ス トック ・オプ シ ョンが発行 された とみな し、当該時点 に公正価値 測定 を行 う権利確定 日測
定(vestingdatemeasurement)がある(SFAS123,pays.121-134,IFRS2,pars.BC88-BC
128.)。
付 与 日測定で は、ス トック ・オプシ ョンの付 与 日を測定 日とみな して 、当該時点 において
公正価 値測定 が行 われ る。付 与 日測定 の考 え方 では、付与 腱の定義が強調 され る。付 与 日と
は、従業員等 と雇用者 との間で 、ス トック ・オプシ ョン契約 に関す る合意 または相互理解 が
得 られた 日と されて い る(SF.9S123R,pa.r,B49.)。付与 日において ス トック ・オプシ ョンの
公 正極値 測定が行われ る根拠 と して は、取 引当事者 は、付与 日時 点にお ける株価 などの その
他 ス トック ・オ プシ ョンの公 正価値 算定要素 に基づ いて、 ス トック ・オ プシ ョン契約 を締結
す る ものであ り、当該時点 において契約 が成立 した とす るの な ら、その時点 をもって ス トッ
ク ・オプ シ ョンの公正価値 を測 定すべ きで あるとす る。付与 日以後 の株価変動の影響 は、 ス
トック ・オプ シ ョンの保有者 、す なわ ち従業員等 に帰属 す るものであ り、企業 が負担す るも
ので はないとす るので ある 〔z〕。
付与 日測定で は、ス トック ・オ プシ ョンが付与 口に発行 され るという考 え/iを採用す るが、
その よ うな解釈 を行 う場Anには、上述 したように対価 の受取 りがあった もの と解す る必要が
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あ る。 そして、 その際 には将来 に労働月{役を受領す る権利 を資産 として会計土認識 しなけれ
ばな らない。 しか しなが ら、SFAS123Rでは、将 来 に労働用役 を受領す る権利 を資産 と して
計上 す ることを認 めて いない。そ もそ 遣,ストック ・オプシ ョンを付与 した企業 にとって 、将
来 において労働 用役 が必ず しも提 供 され るとは限 らないと考 えるのであ る。スhッ ク ・オプ
シ ョン契約 が従業 員等 と締結 された とい って も、企業 は労働用役 を直接 的に請求す る権利 を
有 していないので ある。 ス トック ・オプ シ ョンはあ くまで選択 的権利 であ り、契約 日に合意
し.た対価.(労働 用役)を 将来 の.期間 にわ.た.って提供 し.て.もしな.くて もよいので ある。 また 、
権利確定 した ス トック ・オ プシ ョンを行使 して も しな くて もよいので あ る(3)し たがって 、
付与 日時点 において ス トック ・オプ シ ョンが発行 され たと解釈す るこ とは依然 と して困難 な
もの にとどまり、付与 日測定 には必然 的に、論理的困難性が内在 する こととなる。
権利確定 日測定 では、報酬 と してのス トック ・オ プシ ョンは、権利確 定条件が充足 され て
は じめて発行 され るもの と解釈 してい る。権利 確定期間 における権利未確 定ス トック ・オプ
シ ョンは、条件付 の権利 にす ぎず、それは権利 確定条件 が充足 されては じめて、確定 した権
利 となると している(SFAS123R,pars.B35,B36.IFRS2,par,BC99,)。すなわち、権利確定
日に至 るまで従業.員等が有 してい るス トック ・オ プシ ョンは未確定 の権利 で あって、依然 と
して行使す ることがで きない ものであ るとい うことを強調す るのであ る。 ここで 、注 目に値
す るの は、権利確定 日においてス トック ・オ プシ ョンを公正価値測 定す る根拠 と して は、権
利確定条件 の充足 が完 了 し、権利 が確 定 されて は じめて.ストック ・オプ シ ョンが発行 される
とい う点 にあ る。 あくまで 、権利確 定条件が充足 されて は じめて、ス トック ・オプシ ョンが
発行 された とす るのである。
SFAS123RfsよびIFRS2の両者 において、権利確定 日測定は、ス トック ・オプ シ ョンを負債
とみ な し、それ を権利確 定 日まで再測 定す るもの と指摘 され てい る。す なわ ち、権利確 定条
件 が充足 され た結 果、 ス トック ・オプ シ ョンが発行 され る権利確 定 日まで ス トック ・オプシ
ョンの公正価値 は再測定 され るのであ る(SFASI'13R,par.B39.IFRS2,pers.BC100-BC
103.)。しか しなが らこの点 は、FASBおよびIASBにおける現行 の概念 フレー ムワークの関係
上 、問題 が生 じて くる。 ス トック ・オプ シ ョンは、両者 におけ る現行の概念 フ レーム ワーク
上、資本 と して取 り扱われ るか らであ る。SFAS123RおよびIFRS2は、 この よ うな観点か ら権
利確定 日測定 を望 ま しい測定 方法 として容認 して いない。
で は、SFAS123RおよびIFRS2の両者 において 、どの よ うな測定方法が採択 され たので あろ
うか。両.者のス トック ・オプシ ョンの測定方法 は、付与 日を測 定 日と しなが らも権利 確定 日
に ス トック ・オプ シ ョンが発行 された とい う解釈 に基づ.いてい る。す なわち、ス トック ・オ
プ ションの公.正価値 を付.与日に測 定 し、権利 確定 日においてス トック ・オプシ ョンが発行 さ
れ た とい うことを強調 し、権 利確定条件 が充足 され たス トック ・オプ シ ョンについての み、





価値 に乗 じられ る権利確 定 した ス トック ・オプシ ョン数に反映 される。 したがって、権利確
定条件 が充足 され るこ とに よる労働 用役 と しての対樋 の受取 りがあったスhッ ク ・オプ シ ョ
ンに限 り、報酬費用 を認識 しようとするのである。
ス トック ・オ プシ ョンが報酬 として発行 され るためには、権利確定条件の充足 とい う対価
の受 取 りが必要 にな つて くる。 そ して 、付与 日が測.定日と して採 用 され たfな 理 由 に は、
SFAS123Rによれば、付与 日はス トック ・オ プ シ ョン契約 に関 して、当事者相 互間の合 意 ま
たは相.互理解 が得 られ た日.で.あ..り.、当該 時点..を基礎 ど し.てス.ト...ック で.オプシ ョン契約 が結ば
れた もの とす る。す なわ ち、ス トック ・オプ シ ョンと労働用役 は、契約時点において等価 で
交換 され る もの としてい るので ある。 また、付.与日以後の事後 的な価値 変動は、 ス トック ・
オプ シ ョンの保有者 に帰属 す るもので あ り、 したが って付与 日以 後においてス トック ・オプ
シ ョンを再測定す る ことになれば、認識 される報酬 費用 に、労働 用役 と交換 された対価 の価
値 と事後的 な価値変動 に よる金融商 品の保有者 に対 す る リター ンが含 まれて しまうと主張 し
ている(SFAS123R,pars,B46-B48.〉。 また、.IFRS2.では、測定 目的の基本的な立場 と して、
提供 され る労働用役の公正価値 を適正 に測定す る とい うことが掲 げ られてお り、その よ うな
立場 か らス トック ・オ プ ションの価値変動 は、提供 され る労働用役 自体 の.公正価値変 動 を直
戴 に反映 してい るのか とい う点 に疑 問 を投 げかけてい る。 ス トック ・オプシ ョンの価値 変動
が、必 ず しも提供 され る労働用役の価値変動 を如実 に反映す るもの ではないと してい るの で
ある(IFRS2,par.BC104.)。この観点 か ら、IFRS2では、付与 日が ス トック ・オプシ ョンの
公正価値 測定の測定 日と して妥当で ある として いる。 また、両者 に共通 す る主張 であ るが、
ス トック ・オプシ ョンは資本 と して取 り扱 われ るか ら、付 与aに 公正価値測定 が行 われて以
後、 ス トック ・オプシ ョンの公正価値 に変動 が生 じて もそれ を再測定 して認識す るこ とは な
い としてい る(SFAS123R,par.B47.IFRS2,par.BCzoo)。
以上 が、SFAS123RおよびIFRS2において示 され るス トック ・オ プシ ョンの測定 日決定 に関
す る論理で ある。 ここで両者 が捉 える、報酬 として識別 され るス トック ・オプ シ ョンは、権
利確 定条件が充足 され たとい う形 で、労働用役 としての対価 の受取 りが あった もの に限 定 さ
れ て.いる 〔4;。したが って、認識 され る報 酬費鰐 も、当該.ストック ・オ プシ ョンに関連付 け ら
れ る ものに限定 され る。 また、SFAS123BよびiFRS2において報酬 として発行 され るス トッ
ク ・オプ シ ョンは、従業員等 が自 らの労働 用役 を提供 し、権利確 定条件 を.充足 す ることによ
って獲得 した、従業員等への帰属 が確定 している報酬 であ ると言 える、
2.3費 用 配 分 の論 理 に お け る問 題 点
菰述 したように、SFAS123RおよびIFRS2は、権利確定 した ス トック ・オプシ ョンに対 して
報酬費用 を認識 しよ うとす るもので あったが、各会計期 間末 における報酬 費用の認識 は 、一F
述 したSFAS123RおよびIFRS2で採 用 され る方 法に よって算定 された、総計 と しての報 酬費
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用額 を各 会計 期間に配分す ることで求 め られる。 しか し、ス トック ・オプ シ ョンの権利確定
は、権 利確定 条件 の充足 が完.了す る時 点まで決定 され えないこ とか ら、 ス トック ・オ プシ ョ
ン付 与 日以後 の各会計期間末 においては、権利確 定ス トック ・オ.プシ ョンの見積数に基づ い
て費用.配分 を行 うことが規定 され ている。具体 的には、 ス トック ・オプ シ ョンの見積失効数
を算定 し、現存 す るス トック ・オプシ ョン数 か らその見積数 を差 し引 くことで ス トック ・オ
プシ ョンの見積権利 確定数 が求 め られる。また、当該見積数 は、将来 の失効についての見積
数に.修正 を.施す必要が生 じた場合.に限..り.改講 され.るこ..とと.している。 これは修正付与 日方式
(modifiedgrantdatemethod)と称 さ.れ、この方式 に基づ けば権利確定時点 までに、最終的 に
権利確 定 したス トック ・オ プシ ョン数 に付与 日に算定 され た公正価値 を乗 じた金額が 、総計
としての報酬費用 として認識 され ることとな る 〔5}。
以下 の図表1お よび図表2は 、修正付与 日方式 の考 え方 に基づい たス トック ・オプシ ョンの
費用 認識 に関す る設例 と仕 訳例 で あ る 〔6〕。 なお 、 ス トック ・オ プ シ ョンを示 す科 目は 、
SFAS123Rに基づ いて追加払込資本(additionalpaid-incapita])とす る。
図表1
[設例]A社 は 、x1年 度 期 首 に従 業 員30人 に 対 して 、1人 当 た り1個 の ス トッ ク ・オ プ シ
ョ ン を付 与 した 。
前 提 条 件=
● ス トッ ク ・オ プ ショ ン の公 正 な評 価 単 価:@sa
◎ 権 利確 定 条 件=勤 務 条 件 の み
O権 利確 定 期 間=3年(x1年 度 か ら ×3年 度)
×1年 度 末 お よ び ×2年 度 末 に お け.る晃 積 退 職 者 数:7人 お よ び10入
}3 x3年度末までの実際退職者数=5人
1※ 瀧 野における灘 者　 X鰍 　 ㈱ は
図衰2
1〈・儀 末・会計処理>
i (借方)報 酬 費用69G(貸 方)追 加 払 込 資 本@90× 〔30人一7人)×?2/38=89C
〈×2年 度 末 の会 計 処 理 〉
(借方)報 酬 費用510(貸 方)追 加 払 込 資 本
@90x(30人 一ia人)×24/36=1,20C
izon-seo=sio
〈×3年 度 末 の会 計 処 理 〉








この設例では、SFAS123RfsよびIIIRS2の会計処理 を前提 とす るが、注 目すべ きは各 会 計期
間末 に配分 され、認識 され うる報 酬費虜の金額で ある。各 会計 期間末に認識 され る報 酬費用
の金額 は、 当初付与数か ら各 会計期間末 における見積失効数 を控除 した数が、権利確 定 日に
おいて把握 され るで あろう実績値 と一致す るとい う仮定 の もと、権利確 定期間 を構成 す る各
会 計期間に均等に配分す るとい う方 式に基づいて算定 され ている。修正付 与 日方式は 、付 与
時点 に測定 された公正価値 に、権利確 定条件が充足 され た.ストック ・オプ シ ョン、す なわ ち
権利確 定 したス トック ・オ.プシ ョンにのみ関連す.る.報酬費用を 認識す る方 法で.ある。 したが
って、権利確定期 間において、付与 日に測定 された公正価値 と権利確定 したス トック ・オプ
シ ョン数 を乗 じた報酬 費用が過去の累積 を も加 えた総計 として認識 され るので ある。 この仕
訳例で も、×3年度の報酬費用の累積額 が、2,'150(×1年度報酬費用690+×2年度報 酬費用
510+x3年度報酬費用1,050)であるか ら、実質的 に権利確定 したス トック ・オプ シ ョンのみ
に関連す る報酬費用 が総計 として認識 され ること とな る。見積失効数は、各会計期 間末 に修
正 され、権利確定 日には実績値 に修正 され る。
しか しなが ら、 この方法 によった場 合、権利確定期 間中に生 じたス トック ・オ プシ ョンの
失効 は、会計処理 の対象 と して取 り上げ られない こととなる。 この設例においては、×2年 度
において.ストック ・オプシ ョンが2個 失効 した が、それは見積 もりの修正 とい う形で吸 収 さ
れている。修正付与 日方式 では、付 与 日当初 に.ストック ・オプシ ョンの見積失効数 を算定 し、
随時 必要があれば当該見積数 を修正 してい くことか ら、ス トック ・オプシ ョンの失効 とい う
事象 自体 を明示 的に、また は直接的 に会計処理の対象 と しないのである。
1995年に公表 され たSFAS123では、上記の修 正付与 日方式 と代替的な方法 と して、権利確
定条件 が勤務条件 のみによって構成 され る場合 、権利確定期間 中に生 じた権利 不確定 による
ス トック ・オプシ ョンの失効 を、当該失効 が生 じた時点で会計処理の対象 として取 り上 げる
.方法が提示 されて いたが
、2004年の改訂版 で あるSFAS123Rでは、 この代替 的方法が棄却 さ
れた(SFAS123R,pars.Si65,B166..)〔7〕。SFAS123Rにおいて、修正付 与 日方式 が積極 的に主
張 され、 その代替 的方 法 が棄却 された ところには、当該 時点において総計 と して認 識 され る
べ き報酬 費用の金額 は、各会計期 間末に おける利用可 能な情 報に基づいて測定 され るべ きで
あ るとい う考 え方 があった(SFAS1'L3R,p鉱.X168.〉。す なわ ち、ス トック ・オプシ ョンの権
利失効可能性 を公正価値 の算定要素 であ る見積権利確定 数に反映 させ、 それ を最善 の.見積 り
とい う形 で対処す ることに主 眼 が置かれてい るもの と考 え られ る。 また、権利失効可 能性の
見積 りとその事後的 な修.正に は、技術 的に困難性 はない もの とし、あ くまで容易 に実践 可能
で あるとい う指摘 もある(SFASI23R,par.B166.)。また、IF8S2では、SFAS123で提 案 され
ていた、失効 が生 じた時点 で当該 失効 の影 響 を把握す る方式 を検 討の対象 と しつつ も、最終
的にそれ を代替案 と して採用 しなか った。その理由 と して は、財務諸 表に反映 され る取 引の
金額 が最終的に、権利確定 した持 分証券 の数 に基づ くとす るな ら、権利 確定期間 において報
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酬費用 を認識 す る際 には、見積 もった権利確定 数に基づ いて報酬 費用を認識 する方が適切 で
あるとい う点 を指摘 してい る。 さらに、失効 の見積.可能性 を無視 する ことは、すでに認識 さ
れた報酬費用 の取 り消 しを生 じさせ、権利確 定期 間 における報酬費用 の認識 を歪 曲す る可能
性 があ るとも している(IFRS'L,par.BC181.)〔8;。
わが国のED7]では、権利 不確定 によ るス トック ・オ プシ ョンの見積 りに際 し、見 積不 可
能 とい うことで あれば、見積 りを利 用 した報酬 費用の計上 は行 われるべ きでない として 、実
績値 に基づいた報酬 費用認識の.余地.を与 えてい る.、(ED1./,...第43.項)。..
以上の よ うに、修正付与 日方 式の積極 的な論拠 は、主 に、権利不確 定による失効 可能性 を
認識 され るべ き報酬 費用に反映 させ ることにあった。 この観点 は、権利確定 した ス トック ・
オプ シ ョンに対 してのみ報酬 費用 を認識 しよ うとす る.立場 に、あ まりに も偏 向 してい るよ う
に感 じられ る。権利確 定期間 における失効 の事実 は、見積 りの修正 の中で吸収 され るべ き事
象なのであ ろ うか(9)。
3.権 利 不 確 定 に よ るス トッ ク ・オ プ シ ョ ン失 効 の 意 義
.先にみた よ うに、SFAS123RおよびIFRS2では、権利不確定 による失効が会計処理 の対象 と
して明示 的 に取 り扱 われてい ない ことが把 握 され た。 そ して、SFAS123Rにおいて権利不確
定に よる失効 が生 じた際 に、それ を会計処理 の対象 と して処 理す る代替的方法が棄却 された
理由 には、主 にス トック ・オ プシ ョンの権利 失効of能性 を公正価値 に反映 させ ること、報酬
費用の認識 を歪曲 させ ないことなどがあった。本節 では、権 利不確定 による失効 が会 計処理
の対象 とされ るべ きで あるという立場 を とり、積極 的に権 利不確定 による失効の意義 を検討
す る。
すで に述べ た ように.、修 正付.与日方式 とは、権利確 定 した ス トック ・オ プシ ョンについて
のみ報酬費 用 を認識 しようとす るもの であ った。 そ して、その方式 において は、権利 不確定
に よるス トック ・オ プシ ョンの失効 は、会計処理上 の対象 とされず見積 りの修正 と.いう過程
の中で吸収 され ることとなっていた。SI+AS/23A'i'IFRS2では、権利不確定 による失効の意義
に関 しては、 ほとん ど検討 を行 っていな く、単 に失効 可能性の 見積 りを公正価値 に反 映 させ
ることについてのみに焦点が当て られて いた。
また 、SFAS123RおよびIFRS2で想定 されてい るス トック ・オ プシ ョン取引の完 了時 点は、
権利確定 日と され てお り、その時点 を もって ス トック ・オ プシ ョンと労働 用役 の交換が完 了
す る としてい た。す なわち、ス トック ・オ プシ ョンの発行時点 を権利確定 日とす るもので あ
る。 この考 え方 か らす れば、付与 日か ら権利確定 日までの権利確定期 間全体 において 、従業




めて拠出金額が確定 されるということも考えられる。 したがって、失効は取 り立てて会計処
理の対象とする事象ではないというように主張することもできる。
しか し、すでに見たように、ス トック ・オプションに関する報酬費用を、労働用役が消費
された各会計期間において認識する場合、.ストック ・オプションが発行 されたとする時点は、
権利確定日時点に限定 されるものではなくなる。すなわち、前述の設例における仕訳に見た
ように、権利確定期間 を構成す.る各会計期間.家.においては報酬費用 と払込資本が認識 される.




定期間においてス トック ・オプションが発行 されていなかったと考える場合には、そもそも
会計処理の対象となるべ き取引事態が生じていなかったと解することになる。したがって、
SFAS123RやIFRS2では、権利確定条件が充足 された結果、権利確定 日時点においてはじめて
ス トック ・オプシ ョンが発行 されたということを強調するが、それは従業員等への報酬の帰
属が確定的になったことを強調す るものであって、権利確定期間における労働用役 とス トッ
ク ・オプションの交換取引を否定するものではないと考えられる。
このように.考えると、失効 という事象 も各.会計期間において行われる権利未確定ス トッ
ク ・オプションと労働用役の交換取引 と同様、企業 と出資者との直接取引と考え、会計処理
の対象として取り扱 うべきと考えられる。
SFAS1.23RおよびIFRS2ではス トック ・オプションを資本 とみなしており、権利未確定ス ト





が断念.された結果、将来において.ストック ・オプシ ョンが権利確定することな く、ス トッ
ク ・オプションそのものの価値が失われることを意味する。したがって、その失効の意義は、
継続的な労働用役提供の断念に起因した従業員等による持.分権の放棄 と考えることができる。







この よ うに して権利不確 定に よる失効 は、従業員等の継続的 な労働用役提供 の.断念 に基づ
いた持分権 の放 棄である と考 えることがで きるが、 当該持 分権放棄 を会計処理 の対象 とす る
場合.、どの ような処理 を.行うべ きか。本稿 は、SFAS123RおよびIFRS2の考 え方 に基づ いて権
利未確 定 ス トック ・オプシ ョンを資本 とみな して いるが、権利不確定 によ る失効の処理 を考
えるに あたり、株式 に対す る会計処理 とのu性 を検討す る必要が あるか も しれ ない ω 。株
式 で失効 を考 える場合 、株 式の消却 を想 定す ることがで きる。権利未確定 ス トック ・オ プ シ
ョ..ンの失効 は、あ くまで従業員等 による継続 的な労働用役提供の断念 に基 づ く持分権の放棄
であ り、企業 が払 い込 まれた労働用役 に見.合う対価 を払 い戻す ことは.ない。すなわ ち、株式
の無償 消却 と同様 な事象 と想定す ることがで きる。 しか し、.特にわが国では株 式数が減少 し
たか らといって資本 の減額 を行 う必要性 はない。 したがって、権利未確定 ス トック ・オプ シ
ョンの会計処理 に関 して、株 式 に対す る会 計処理 との整合性 を図る場合 、当該失効 はむ しろ
会計処 理 の対象 と されない可能性 がある。権利 不確定 による失効 、す なわち従業員等 によ る
持分権 の放棄 が生 じて も資本の額 を減少す るよ うな処理 は行わない とい うことである。
しか し、ス トック ・オプ シ ョンと株式 はその権利内容 が相 当.に異 な り、両者 は共 に拠 出 に
伴 って生 じた発行企 業に対す る持 分権 であ ると考 え.ることがで きるが、株 式 は拠 出 した元 本
を上 同 る利益 の獲.得を意図 した財産 の委 託に基づ いて発行 される ものであ り、 ス トック ・オ
プ シ ョンは株式購 入の選択 的権利で ある。両者 において、決済 時に生 じるぺ.イオ フの変 化 が
IAJ一の方 向であった として も、両者 が負 担す る リスクの程度 は著 しく異な り、 まった.〈同等
の性格 を有 してい るか どうかは疑 わ しい(iz;。したがって、ス トック ・オ プシ ョンを株 式 と同
一 の ものとみな して、会計処理 に関 して厳 轡 な整合性 を図ろ うとす ることには若干 の困難性
が伴 うと患われ る。 この よ うな困難性.は、SFASI`L3RtoよびSFRS2において も暗黙的 に示 され
.てい る。SFAS123Rでは.ストック ・オプ シ ョンが権利行使 され普通株式 が発行 され た際 には、
勘 定科 目が追加払込資本(additionalpaid-incapital)から普通株式(commonstock)に振 り
替 え られ 、株主 資本内で も厳 密 に株 式 と表 示土 のiX.別が行 われてい る61FRS2において は、
権利 不行使 に よる失効が生 じた場合 、所 有主間 において富 の移 転が生 じ、資本 の内訳 要素 の
うちある項 目か ら他 の項 目への振替可能性 が記述 されてい る(IFRS2,par.23.〉。 ス トック ・
オ プシ ョンを資本 と区分す るに して も厳 密 に株式 と同様 な会計処理 を行 うのは、若干困難 な
ように思 える。
また、SF'AS123Rf3よびIFRS2では、.ストック ・オプ ション取 引に関連 す る報酬 費用を権利
確定 した ものに限定 して認識す る としてい るため、失効 した.ストック ・オプ シ ョンに関 して
は報酬 費用の認識 を認めてい ない。権利 不確定 によ る失効は、労働用役 を受領 ・消費 して も
権利確 定ス トック ・オプ シ ョンとい う対価の支払 いが行われなか うたため、取引 が不成立 と
な り報 酬費用は認識 され るべ きでない とす るの であ る、,しか し、 ス トック ・オ プシ ョンを資
本 とみな して株式 との整合性 ある取 扱い を行 うとすれば、 ス トック ・オプ シ ョン契約 が締 結
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された時点で資本が確定 し、たとえ失効が生 じたとしてもすでに拠掛された労働用役 とい う
資産の存在を認め、資本が確定 されるといったような処理を行 うべきであるが、前述 したと
おり付与時において将来に受領すると期待される労働用役に対する権利を資産計上す るのは
ス トック ・オプション取引の性質⊥無理がある。権利確定条件の充足は従業員等によって達






領 ・消費が事実 として確認できるであろうから、労働用役による拠出もまた確認 され資本を
確定するような株式と整合性ある処理も可能であろう。













以上のように、権利不確定による失効は、単にス トック ・オプションの価値が喪失 された
という意味を指すものではなく、従業員等による継続的な労働用役提供の断念に基づ く持分
権の放棄であると考えられる。そして、オプシ ョン保有者 と厳密な意昧で区劉 されるべ きと







前節では、権利不確定によるス トック ・オプション失効の意義を説明 した。失効の事象は、
従業員等による持分権の放棄であり、また拠出された資本の取崩しであると判断した。




(借方)報 酬費用90G(貸 方)追 加払込資本
@90x12/36×3G人=900
〈×2年度末の会計処理〉
(借方)報 酬費用900(貸 方)追 加払込資本
@90×12/36x3G人=9QO
(借方)追 加払込資本180(貸 方)利 益
オプション失効額:@90×2人(当期失効分)=180
〈×3年度末の会計処理〉
(借方)報 酬費用840(貸 方)追 加払込資本
@90×12/36x28人=840






この方法によれば、失効が生 じた会計期閲にその影響を資本の取崩 しとして取 り上げるこ
とができる。そ して、失効 した期間において受領 された労働用役を含め過年度に消費 された
労働用役の金額は、従業員等によって払い込まれた資本 として取り崩 され、残留株主の利益
として株主資本項 目内での振替えが行われる。すなわち、修正付与日方式 とは異なり、権利
確定条件が充足 された結果としての権利確定ス トック ・オプションにのみ関連する報酬費用
を計上することなく、一会計期間において実際に労働 に従事した従業員等の数に基づいて、




ス トック ・オプションに関連する費用を認識する場合、確かに権利確定されたス トック ・
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オ.プシ ョンに基づ くべ きことは合理的で あろ う。 しか し、費用の認識時点 と認識 され るべ き
金額 は、実態的 にその労働 用.役が提供 され るつ どに把握 されて い くべ きもの と考 え られ る。
費用の認識 が、権利確定条件 が充足 され たとい う形式 的な判断で 、 しか も単純 に権利 確定期
間に均等 に配分 され るべ きではない と思 われる。
そ もそ も、修正 付与 日方式 は、会計処理 の簡便性 と多様 な権利 確定条件 が複雑 に入 り組 ん
だス.トック ・オ プシ ョンに.対す る統...一的な会si'処理方法 の提案 を意図 して採択 され た費用認
識の方法で あると考 えられる(ia;。それ4#,SFAS123において明示 されていたス トック ・オ.プ
シ ョンの固定型 ス トック ・オプシ ョン(non一.・pe面㎜aElce-relatedplane;fixedplans)や業績型
ス トック ・オ プシ ョン(performance-relatedplans)などへ の区分 が、SFAS123Rでは 明示 さ
れ な くな った点 か らも伺 える。 しか し、 そのよ うな観 点が強調 され るべ きで ある と して も、
一会計期 間における消費 に基づいた費用認識の論理 は抵触 され るべ きではない と考 えられる。
5.お わ り に
以上の ように本稿 は、権利不確定 による失効の意義 とその会計処理の検 討を行 って きた。
本稿 で行 ったス トック ・オプ シ ョン取引 の主 な解釈 は、権利 未確定.ストック ・オ プ シ_iン
と労働用役の交換取 引が権利確 定期間 を#ikする各会計期 間において毎期行われ るとい うも
ので あった。そのよ うな解釈の もと、失効 した権利未確定 ス トック ・オプシ ョンについ ては、
持分権 の放棄 、すなわち残留株主に帰属 す る利益への振替 えとい う会計処理 を検討 した。
しか しなが ら、 これ らの.主張 は、あ くまで...・定の条件 の もとに導 き出 され た もので ある。
.ストック ・オ プシ ョンが権利確定期 間において発行 され るとす る場合 、ス トック ・オ プ シ ョ
ンの公.正価値 自体 も再測定 され るべ きでEdない だ ろうか とい う.見方 も成 り立つ 。 また、株式
消 却 との整合控に関す る議論 も詳細 にL'n'U1しなけれ ばな らない。 これ らの 問題点 は、本稿 に
おいて取 り扱 うことな く、今後 さらに検討 され るべ き課題 として明示す るにとどめ る。
(〉?7









が 小 さ くな り、 ス トック ・オ プ シ ョンの 価 値 が 減 少 す る.分、 既存 株 主 の利 益 が増 大 す る こ とに な る。
(3)SFAS123によ れ ば 、 ス トッ ク ・オ プ シ ョン契 約 は 、企 業 は 労働 融 役 の 受 領 と い う条件 付 で 、従 業 員
等 に 対 して ス トッ ク ・オ プ シ ョン を発 行 す る 義 務 壷 負 う が 、従 業 員 等 は 将 来 の 期 間 にわ た っ て労 働
用 役 を提 供 す る義 務 を負 わ ず 、 提 供 す れ ば得 られ たで あ ろ う対 価 を 失 う以...kの損 害 賠 償 責 任 を負 う
と い っ た ペ ナ ル テ ィー を負 わず に 屠 役提 供 を停 止 す る こ とが で き る と され て い る(srasizs,pars.
93,94.)p
(4)付.与日測 定 や権 利 確 定 日測 定 の 考 え 方 は 、 あ く まで 企 業 か ら報 酬 と して の 何 か が失 わ れ た と い う観
点 に基 づ い て お り 、 そ の 犠 牲 に な っ た も の に対 して 会 謙 処 理 を行 お う と す る も の で あ る(IFRS2,
par.sezas.)。そ れ は 、 ス トック ・オ プ シ ョ ンが労 働 用 役 の受 取 りが あ っ て は じめ て発 行 され る とい
う考 え方 に大 き く依 存 して い る。IASBの議論 の 中 に は 、消 費 され た 労 働 用 役 の 価 値 を測 定 しよ う と
す る視 点 と報 酬 と して 譲 渡 され た持 分 証 券 の 価 値 を測 定 しよ うと す る視 点 の 根 本 的 な論 争 が あ っ た
(IFRS2,gars.BC200-BC217.)
(5)修正 付 与 日方 式 は 、 権 利 確 定 した ス トック ・オ プ シ ョン の み に 関 連 す る報 酬 費 用 をGAPdiする とい う
目的 の ほ か に 、 あ らゆ るす べ て の 権 利 確 定 条件 の成 果 な ど を報 酬 費 用 の 最 終 的 な測 定 値 に反 映 させ
る とい っ た 目的 もあ る(SFAS正23R,pars.B69,B70.)。
(6)この 設例 は 、SFAS123R,pars.A86-A93.IFRS2,par,IGExample1.企業 会 計基 準 適 用 指 針 公 開 草 案
第14号 「ス トッ ク ・オ プ シ ョン等 に 関す る 会 計 基 準 の 適 用 指 針(案)」 、[設 例1]を 参 照 に作 成 し
た 。
(7)SFAS122Rでは 、 権 利 確 定 期 間 に お い て 認 識 され る べ き報 酬 費 用 を 算 定 す る に あ た り、 ス トッ ク ・
オ ヅ シ ョン の 公 正価 値 測 定 を各 会 計 期 間 末 に 行 お う とす る 測定 方 法 が 提 案 され て い た 。 こ れ は 、 用
役 提 供 日測 定(servicedatemeasurement)と称 され 、 各 会Fak71fwにお い て 、労 働 周役 の 対 価 と して
発 行 され た ス トッ ク ・オ プ シ ョン を 当該 取 引 時 点 の 公iF.価iii算定 要 素(主 に株 価)に 基 づ い て 報 酬
費 用 を算 定 す る もの で あ る 。 しか しな が ら、 この 方 法 に よ っ た 場 合 、 資 本 と して 取 り扱 わ れ る ス ト
ッ ク ・オ プ シ ョンが 再測 定 され る こ と とな る た め 、現 行 の概 念 フ レ ー ム ワ ー ク との 関 連 か ら、 棄.却
され るに 至 って い る(SFAS123R,pare.B37一・B39.)。
(g)FigRS2では 、 権 利 確 定 期 間 に お け る労 働 用 役 の 消 費 を厳 密 に把 握 す る た め 、す べ て の権 利 確 定 条 件
を考 慮 に 入 れ た.ヒで 、 付 与 目に お い て測 定 され た ヌ トック ・オ..プシ ョン の公 止 価 値 を、 事 後 的 に受
領 さ れ る と期 待 され る労 働 用役 の単 位 数 で 除 して.労 働 用 役 一一単 櫨 当 た りに お け る公 正 価値 を求 め
る.方式 が 検 討 され て い た 。 こ れ は 、用 役 単位 方.式(unitsofses'vicemetdwd)と称 され 、修.正付 与 日
方 式 の代 替 案 と され て い た が 、 実 践 不 可 能 な 点 が 多 く見 受 け られ た た め 、irxszか.ら棄 却 され た 。
この 試 み の 背 景 と して 、IFRS2の測 定 目酌 が 、 ス ト ック ・オ.プシ ョン そ の もの の 公 正 価値 を測 定 す
る と い うこ と よ り も、 あ く まで 労 働 鳩役 の 公 止価 値 を.算定 し、 それ を報 酬 費 用 と して 認 識 す る こ と
に 頭 き を置 いて い た とい う点 は 強調 され るべ き こ と で あ ろ う(IFRS2,pars.IIC203-BC216.)。
(9).見積 り を会 計 測 定値 に 反 映 させ 、 当該 見積 り を随 時 修 正 し最終 的 に実 績 値 に 一 致 させ る方 式 は 、退
職 給fit会計 な どで 採 用 され て い る が 、本 稿 は 失 効 と い う....事象 を会 計 処 理 の 対 象 と して 重 視 す る立
場 を採 って い る。
(1①ス トッ ク ・オ プ シ ョン を資 本 とみ な す論 拠 と して は 、概 念 フ レ ー ム ワ ー ク上 、 負 債 の 定 義 に合 致 し
な い とい う点 が.ヒげ られ る。 これ は 、SPAS123Rよ びIFI2S2に共 通 す る見 解 で あ る.。
(11)ストッ ク ・オ プ シ ョン を負 債 とみ な す場 合 、 そ の 論 拠 は 、 ス トック ・オ プ シ ョンの 本 質 が株 式 発行
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の 債 務 で あ る と い う主 張 に 基 づ くと 考 え られ る。 しか し、権 利 未 確 定 の場 合 、 株 式 発 行 の 債 務 も未
確 定 で あ る と い え る が 、 債 務 自体 は ス トッ ク ・オ プ シ ョン契 約 が締 結 され た 時 点 で 発 生 して い る と
考 えて 、 そ の 失効 の取 扱 い は オ プ シ ョン保 有者 か ら既 存株 主 へ の持 分 の譲 渡 と考 え る こ と が で き る.
す な わ ち 、株 式 発 行 の債 務 が消 滅 して 、 既 存株 主利 益 へ の振 替 え が行 わ れ る と考 え る こ と が で き る。
さ らに 、ED11では ス トック ・オ プ シ ョン を いず れ 払 込 資本 か 利 益 の い ず れ か に な る ペ ンデ ィ ング の
もの と して捉 えて お り、 また負 債 の 定 義 に も合 致 しな い こと か ら、 中間 項 目 と して取 り上 げ て い る。
した が っ て 、 そ の 失 効 の 解 釈 に つ い て は十 分 な検 討 が 要 され るが 、 少 な くと も利 益 に 振 り替 え られ
...るもの と考 え られ る。
(12)概念 フ レー ム ワー ク に依 拠 す る こ とな く、積 極 的 に.ストック ・オ プ シ ョン を資 本 とす る考 え 方 に は 、
ス トック ・オ プ シ ョ ンは 間 接 的 な所 有 主 関係 を表 象 す る金 融 商 品(lndirectownershipinstruments)
で あ ると い う見方 が あ る。 これ は 、 ス ト ック ・オ プ シ ョ ンの決 済 の 際 に 生 じ る ペ イ オ フ が 株 式 と 同
一 の 方 向 に変 化 し、 ま た決 済 され る株 式 に 基 づ い て 定 ま る と い う考 え方 に 基 づ い て い る(FASB,
[zoos]Je
(13)本稿 で 考 え る失 効 は 、 従 業 員 等 が 一 会 計 期 間 末 にお い て退 職 した こ とに よ る ス トック ・オ プ シ ョン
の 失 効 を想 定 して い る。
(19>AAA(2005]では、 付 与 日会 計(geant-dateaccounting)の固有 の特 徴 で あ る、 多 くの 発 生 主 義 会 計
上 の 見 積 りに共 通 す る調 整 メ カ ニズ ム("truingup"mechanism)によ って 、 経 営 者 に よ る付 与 目に
お け る.見積 りに恣 意 的 なバ イ ア スが か か る と主 張 して い る。
?















ElementsofFin｢ncd｢7St｢temeaats,FpSB.(平松. ・夫 ・広 瀬 義 州 訳[2002]『FASB財 務 会 計 の 諸 概 念





























今 福 愛 志 ・田 中 建 二[2001]「負 債 と 資 本 の 区 別 再1,『 企 業 会 計 』 第53巻 第9号 、103-IOS頁 。
大 塚 成 男[2003]「 会 計 基 準 と コ ー ポ レ ー ト ・ガ バ ナ ン スー ス ト ッ ク ・オ プ シ ョ ン 会 計 基 準 の 設 定 を め ぐ
っ て 一1『 會 計 』 第163巻 第4号 、17～24頁 。
大 塚 成 男[2004]『 ス トッ ク ・オ プ シ ョ ン 会 計 の 基 礎 』 財 務 会 計 基 準 機 構 。
勝 尾 裕 子tzoos]「 重 要 論 点 の 補 足 と 検 討 」 斎 藤 静 樹 編 著[2005]『 詳 解 「討 議 資 料 醐 財 務 会 計 の 概 念 フ レ
ー ム ワ ー ク 」』 中 央 経 済 社
、122-139所 収.
椛 田 龍 三[20021「負 債 と 資 本 と の 区 別 の 会 計 問 題 」 『會 計 』 第163巻 第2号 、'L63-265頁。
i!14t4則[2004]「負 債 と 資 本 の 区 分 問 題 の 諸 相 」 『金 融 研 究 』 第23巻 第2号 、73'一103頁 。
企 業 会 計 基 準 委 員 会120051「ス ト ッ ク ・オ プ シ ョ ン 等 に 関 す る会 計 基 準(案)」 。
企 業 会 計 基 準 委 員 会120051「 ス ト ッ ク ・オ プ シ ョ ン 等 に 関 す る 会 計 基 準 の 適 用 指 針(案)」 。
斎 藤 静 樹[zoaa]「 ス ト ッ ク ・オ プ シ ョ ン の 費 用 と 資 木 会 計 」 『會 言『』 第 王65巻第3号 、327-342頁 。
財 務 会 計 基 準 機 構[2003]『ス ト ッ ク ・オ プ シ ョ ン 会 計 の 国 際 比 較 』 財 務 会 計 基 準 機 構.
財 務 会 計 基 準 機 構[2003]r.わが 国 に お け る.ス ト ッ ク ・オ プ シ ョ ン 制 度 に 関 す る 実 態 謂 査 』 則'務会 計 基 準
機 構 。






竹 口 圭 輔[2002]「わ が 国 に お け る ス トック ・オ プ シ ョ ンの 潜 在 的 コ ス ト」 『會 計 』 第161巻第3..ti、443
～462貝。
辻 山栄 子[2003】「会 計 情 報 の機 能 と業 績 報 告 一t!tT;義会計 の.含意 とr証 研 究・一」r早 稲 田商 学 』 第398
号 、1-21婁{o
辻 山 栄 子[2005]「財 務 諸 表 の構 成 要 素 と認 識 ・測 定 をめ ぐ る諸 問題 」 斎藤 静 樹 編 著[Zooslr詳解 「討 議
資料 圃財 務 会 計 の概 念 フ レー ム ワ ー ク」1中 央 経 済社 、104一121頁所 収 。
.徳賀芳 弘.[20033「負 債 と資 本 の 区 分 一代 替 的 ア.プロー.チの 考 察」.『企 業会6t』..第.1.55.巻第7号 、is一.25.貞..
名 越 洋 子 【2003]「新 株 予約 権 付.社債 の 区.分処 理 と.ストック ・オ プ ン ヨ ン」 『企業 会計 』 第55巻 第7号 、33
-41頁 。
野 口 晃 弘[1995]「ス トック ・オ プ シ ョン.会計 の 展 開」 『企 業 会 計 』 第47巻 第6号 、izo-iza頁。
野 口 晃 弘[2004】『条 件 付 新 株 発 行 の 会 計 』 自桃 書 房 。
弥 永 真 生12005】「商 法 か ら見 た 「ス トック ・オ プ シ ョン等 に 関す る 会 計 基 準(案)」 」f企 業 会 計 』 第57
巻 第4号 、110～116頁。
興 三 野 禎倫(20021『ス トック ・オ プ シ ョン会 計 と公正 価 値 測 定 』 千 倉 書 房 。
與 三 野 禎 倫 【2003】「ス トッ ク ・オ プ シ ョンの 会 計 一 概 念 的 基 礎 と公 正 価 値 測 定一 」 『會 計 』 第13巻 第6
号 、921一939頁。
一/26
